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要旨：地震動によって生じる建物と地盤との相互作用が，粘性減衰装置をもつ RC 造建物に

及ぼす影響について研究を行った。基礎固定の 1 質点系モデルと，建物と地盤とを 2 質点系

に理想化したモデルを地震応答解析し，建物の減衰効果について比較検討した。相互作用を

考慮しない場合，建物の変位応答を過小評価する可能性や，粘性ダンパーの応答低減効果を

高く評価する可能性，建物に入力される地震動のエネルギーを過大評価する可能性があると

いう傾向が見られた。  

キーワード：動的相互作用，粘性ダンパー，スウェイ・ロッキング，地震応答解析 

 

1．はじめに 

 建築基準法の改正により，限界耐力計算法が

導入され，建物と地盤との動的相互作用を考慮

した耐震設計ができるようになった 1）。しかし，

限界耐力計算法においても地盤は基礎固定が前

提であり，地震動の低減効果・建物の応答など

は，相互作用の現象の理解がまだ不十分である

ために，定量的な把握が難しい。今後，さらに

簡易で精確な評価が可能な方法の開発が必要で

ある 2）。また，剛性の高いコンクリート建築物に

も制振装置を取り入れる傾向も見られるように

なってきた 3）。 

本研究では，制振装置として粘性ダンパーを

もつ建物とスウェイ・ロッキングを考慮した地

盤との動的相互作用が地震応答に与える影響を

検討した。基礎固定の 1 質点系モデルと，建物

と地盤とを簡単な 2 質点系に理想化したモデル

において，建物の減衰効果を比較して，検討が

必要と思われる点を列挙した。 

 

2．解析方法 

 2.1 解析モデル 

基礎固定の 1 質点系モデルでロッキングを考

慮しないモデル（A モデル），同じく 1 質点系モ

デルでロッキングを考慮するモデル（B モデル），

相互作用を考慮する建物と地盤の 2 質点系モデ

ル（C モデル）を図－1に，図の記号の定義を表

－1にそれぞれ示す。 

2.2 運動方程式 

 基礎固定モデル（A モデル）及び相互作用モ

デル（B モデル，C モデル）の運動方程式は，以

下に示す式となる。 

①  基礎固定モデル（A モデル） 

( ) 0)( =++++ ssssgsb ykycyzym &&&&&&&     (1) 

② 相互作用モデル（B モデル） 

( ) 0)()( =+++++ ssssgsb ykycyzHym &&&&&&&&& θ  (2) 

0=−−++ HykHyckcI ssssrrb &&&& θθθ        (3) 

③ 相互作用モデル（C モデル） 

( ) 0)( =+++++ sssssgb ykyczHyym &&&&&&&&& θ   (4) 

( ) 0=−−+++ ssssgggggg ykycykyczym &&&&&&  (5) 

0=−−++ HykHyckcI ssssrrb &&&& θθθ        (3) 
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図－1 基礎固定モデル                 相互作用モデル   

 

表－1 記号の定義 

2.3 パラメータの設定 

① 質量：相互作用モデルにおいて，建物と地盤

の質量比 mb:mg を決めるにあたり，参考文献 4)

より 1:5 と仮定した。 

② 固有周期：地盤の固有周期 Tg は，第二種地

盤の固有周期 0.6 秒と第三種地盤の固有周期 1.0

秒との間をとり，0.8 秒とした。 

 建物の固有周期 Ts は，0.05 秒刻みで 0.1 秒か

ら 2.0 秒までとし，基礎の固有周期 Tr を 0.5 秒と

した。 

③ 高さ：建物の高さ H は，参考文献 5)より

Ts/0.02 とした。 

④ 回転慣性：建物の回転慣性 Ib は mbH2
とし，

地盤の回転慣性は考えないとした。 

⑤ 減衰：建物の減衰は，地盤の逸散減衰（hd=0.03

と仮定）によってのみ生じるとし，内部の減衰

定数 hs は 0 とした。減衰装置を取り付ける場合

は，減衰定数 hv=0.05，0.10，0.20 とし，3 つの粘

性ダンパーを準備した。 

地盤の減衰定数 hg は，自由振動解析により，

建物に逸散減衰（hd=0.03）が生じるように定め

た。また，参考文献 1)よりロッキングの減衰定

数 hr は 0.75hg とした。 

地盤の減衰定数 hg 算定方法を以下に示す。 

(1) 基礎固定モデルで，建物の減衰定数を

0.03(=hd)とし，建物に 1[cm/sec2
]の加速度を 0.01

秒間加え，自由振動させる。 

(2) 最大振幅を計算し，包絡線を描く。 

(3) 次に，相互作用モデルで，建物の減衰は 0

のままで，地盤の減衰を少しずつ大きくする度

に，建物と地盤に 1[cm/sec2
]の加速度を 0.01 秒

間加え，自由振動させる。 

(4) 基礎固定モデルでの包絡線と相互作用モ

デルでの自由振動の相対振幅を半周期ごとのピ

ーク点で比べ，5 秒間包絡線に相互作用モデルで

の自由振動が 95%以上包絡されるまで(3)を行う。 

 (5) (4)の条件が満たされた時の減衰を地盤の

減衰定数 hg とする。 

 この方法により，建物の固有周期 Tsが 0.5 秒，

地盤の固有周期 Tg が 0.8 秒の時，質量比 mb:mg

が 1:5 の地盤の減衰定数 hg は，0.104 と計算され

た。この時の振動の様子を図－2 に示す。また，  
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図－2 地盤の減衰決定時の自由振動 

 

地盤の減衰を変えるとパラメータが増え，地震

応答の低減効果の検討が困難になる可能性があ

るので，建物の固有周期 Ts が 0.5 秒の時の値を

固定して用いた。 

2.4 入力地震動 

 入力地震動は，建築基準法の加速度応答スペ

クトルに基づいて作成した模擬地震動を用いる。

位相特性は一様乱数とし，地盤の増幅特性は考

慮していない。模擬地震動の加速度応答スペク

トルを図－3に，加速度の時刻歴を図－4にそれ

ぞれ示す。 

 相互作用モデルでの入力方法は，工学的基盤

に模擬地震動をそのまま入力する。一方，基礎

固定モデルでの入力方法は，相互作用モデルで

得られた地盤の応答加速度と模擬地震動を加え

たものを入力する（図－1）。 

 

3．解析結果 

 粘性ダンパーの減衰効果の比較のため，建物

の水平方向の最大応答変位を用いた。応答低減

率を以下に定義する。相互作用モデルでは，地

盤に対する建物の相対変位の最大応答値を用い

る。この値が大きいほど，変位応答低減効果が

あることを意味する。 

 

 

 

hv: 粘性ダンパーの減衰定数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 加速度応答スペクトル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 加速度の時刻歴 

 

3.1 変位応答スペクトル 

基礎固定モデル（A モデル）及び相互作用モデ

ル（B モデル，C モデル）で，基礎の固有周期

Tr を 0.5 秒と固定し，建物の固有周期 Ts を 0.05

秒刻みで 0.1 秒から 2.0 秒まで変化させた時の変

位応答スペクトルを図－5 に示す。縦の列が ys

（建物のスウェイ），θH（基礎のロッキング），

ys＋θH（建物のスウェイ＋基礎のロッキング）

の最大応答変位を表し，横の列が粘性ダンパー

の減衰定数の違いを表している。図中の A，B，

C はそれぞれ A，B，C モデルを省略した。 

スウェイの応答変位においては，A モデルの粘

性ダンパーがない時，建物の固有周期 Ts が 0.8

秒付近で変位応答が大きくなっているのが分か

る。地盤の固有周期 Tg が 0.8 秒であり，ロッキ

ングが考慮されていないため，共振の影響を大

きく受けていると考えられる。建物の固有周期

Ts が 1.0 秒以降の長周期になってくると，相互

作用を考慮した C モデルの応答変位が大きくな

っている。粘性ダンパーの減衰定数が増すにつ 
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図－5 変位応答スペクトル 

 

れて，すべてのモデルの応答変位に差がなくな

り，また，応答変位も小さくなっている。 

ロッキングの応答変位においては，建物の固

有周期 Ts が 0.6 秒以下では，スウェイの応答変

位よりも大きいが，基礎の固有周期 Tr は 0.5 秒

なので，全体的に見ると割合は小さい。粘性ダ

ンパーの減衰定数が増しても応答変位が変わら

ないのは，回転方向に対しては減衰効果がない

ことを示している。 

スウェイ＋ロッキングの応答変位においては，

A モデルに対し，B・C モデルはロッキングを考

慮しているので，固有周期が伸びている様子が 
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図－6 応答低減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7 累積エネルギー 

 

うかがわれる。粘性ダンパーの減衰定数が増す

と，各モデルの応答変位の差が小さくなるが，

短周期側ではロッキングの影響を受けて A モデ

ルとの差が見られる。 

3.2 応答低減率 

すべてのモデルで，基礎の固有周期 Tr を 0.5

秒と固定し，建物の固有周期 Ts を 0.05 秒刻みで

0.1 秒から 2.0 秒まで変化させ，粘性ダンパーは

hv=0.05，0.20 の時の応答低減率を図－6 に示す。 

 建物の固有周期 Ts が 1.0 秒付近を境に，短周

期側では，相互作用の C モデルより基礎固定の

A モデルの方が低減効果は高くなっている。逆

に，長周期側では，基礎固定の A モデルより相

互作用の C モデルの方が低減効果は高くなって

いる。粘性ダンパーの減衰定数が増加すると，

応答減衰効果が大きくなっていることが確認で

きる。B モデルでは，大きな波の変化は見られ 

 

ず，短周期側では C モデルと，長周期側では A

モデルと同等の減衰効果となっている。 

3.3 累積エネルギー 

建物の粘性ダンパーが地震動の間，消費した

全エネルギーを累積エネルギーとする。累積エ

ネルギーは，基礎固定モデル及び相互作用モデ

ルの運動方程式に，それぞれの質点における応

答速度を乗じ，時間積分して算出する。基礎固

定モデルでの累積エネルギーは，地盤の逸散減

衰（hd=0.03）による消費エネルギーを除いたも

のとなる。 

参考文献 6)から，地震が終了し，応答が十分

減衰した後では，振動エネルギーは 0 に近づき，

地震動の入力エネルギーと減衰力の消費エネル

ギーは等しくなる。 
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基礎固定モデル及び相互作用モデルで，基礎

の固有周期 Tr を 0.5 秒と固定し，建物の固有周

期 Ts を 0.05 秒刻みで 0.1 秒から 2.0 秒まで変化

させ，粘性ダンパーは hv=0.05，0.20 の時の累積

エネルギーを図－7に示す。 

ロッキングを考慮している B，C モデルと，考

慮してない A モデルにおいて，累積エネルギー

に大きな差がある。粘性ダンパーhv=0.05 の場合，

建物の固有周期 Ts が 0.8 秒の時，約 4 倍も異な

っている。すなわち，建物に入力されるエネル

ギーが約 4 倍ということになる。地盤の固有周

期 Tg が 0.8 秒の前後では，ロッキングを考慮し

ていないと過大評価をしてしまう恐れがある。

また，粘性ダンパーの減衰定数が増加すると，

累積エネルギーの最大値は，建物の固有周期 Ts

が 0.8 秒から約 1.0 秒に移動している。 

 

4．まとめ 

 以上より，基礎固定モデルと相互作用モデル

を用い，地震応答解析からロッキングの考慮及

び建物と地盤との動的相互作用の考慮について

の比較を行った。結論は，次のようにまとめら

れる。 

 

相互作用を考慮していない場合 

・変位応答については，粘性ダンパーがない場

合，建物の固有周期が地盤の固有周期に近いと，

変位応答を大きく評価してしまう可能性がある。

また，長周期になってくると，小さく評価して

しまう可能性がある。 

・粘性ダンパーについては，減衰定数が増すに

つれ，基礎固定モデル及び相互作用モデルの最

大応答変位の差が小さくなるが，ロッキングの

影響が強いと考えられる時は，短周期側で過小

評価する可能性がある。 

・応答低減率については，建物の固有周期が地

盤の固有周期を超えた辺りを境にして，短周期

側では，粘性ダンパーの応答低減効果を高く評

価してしまい，逆に，長周期側では，低減効果

を低く評価してしまう可能性がある。 

・エネルギーについては，地盤の固有周期の前

後では，ロッキングを考慮していないと，建物

に入力される地震動のエネルギーを過大評価し

てしまう恐れがある。 

 

なお，この研究に関して，地盤の質量の仮定，

地盤の減衰定数の算定方法，地盤増幅特性の考

慮など多くの課題を残しているので，さらに検

討を続ける必要がある。今後は，建物及び地盤

に非線形性の導入，多質点系モデルへの拡張な

ど，さらに詳細な現象を表現できることも必要

である。 
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